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研究成果の概要（和文）：日本経済は1980年代を転換期としながら、それまでの農家労働力に依

存しながら資本蓄積を行う農家労働力依存型から、景気循環の局面に応じて失業者の創出と吸引

を行い、その基礎上で資本蓄積を行う失業者依存型へと転じた。このことは農業のありかたにも

影響を与えており、かつては農外産業への一方的な労働力供給者であった農家は、今日、不況期

を中心に農外からの労働力を受け止める、より多面的な機能を担うようになってきている。 
 
研究成果の概要（英文）：In the 1980s, the Japanese economy shifted from the 
conventional agricultural labor-dependent economy, where capital accumulated 
while relying on the agricultural labor force, to the unemployed people-dependent 
economy, where capital accumulated while creating and absorbing unemployed 
people in response to a business cycle. 
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１． 研究開始当初の背景 

（１）近年の日本経済の転換のもとで、農政

が農業基本法から食料・農業・農村基本法へ

と移行した。                  

 

（２）1980 年代中頃以降、好況期に失業率

が急低下し、反対に不況期にはそれが急上昇

するようになってきている。 
２．研究の目的 

（１）農業構造変動について全国の特徴的な

稲作農業地域から調査地を選定し、大量失業

時代における農業構造の近年の展開過程と
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その地域性を明らかにする。 

 

（２）このような雇用情勢下で社会的セーフ

ティ・ネットとしての農業・農村が担うべき

役割と、今後の展開方向を展望する。 
２． 研究の方法 

農外労働市場の発展度を基準にしながら、

全国の典型的稲作農業地域から次の 3つの調

査対象地を選定した。1) 兼業機会狭隘地域と

して北海道・石狩川流域地方(岩見沢市・北村

地区)。2) 安定兼業地域として長野県・上伊

那地方(宮田村)。3) 不安定兼業地域として岩

手県三陸地方。さらに対象地において、次の

調査を行った。①1)の調査地において 42 戸、

2)の調査地において 20 戸の農家を対象にし

ながら集落悉皆調を実施した。②1)と 2）の

調査査地において兼業農家の就業先の企業

の調査を実施した。③1)と 2）の調査地にお

いて農協や役場などを対象とした機関調査

を実施した。なお、3)の対象地では震災の影

響から調査の実施は困難であったために、周

辺の花巻市、北上市、雫石町、盛岡市におけ

る関係機関からの事情聞き取りにとどめざ

るをえなかった。 
 
３． 研究成果 
 (1) 長野県・上伊那地方(宮田村)の調査か
ら以下の諸点が明らかとなった。 

第１に、企業は、不況下の雇用調整を、主

に派遣従業員の解雇で行っていた。 

第 2 に、しかし、農家構成員を対象とした

地域労働市場の構造分析からは、同不況下で

失職したと思われるのは 58人中 4人であり、

企業調査から明らかになった従業員の激し

い流動性とは異なるものであった。近年の農

家構成員の農外における就業状態を特徴づ

けるものは、むしろ、高齢者の農外就業の増

加であった(図)。 

第３に、前回調査時（1993 年）から 2010

年調査時に至る農業構造の動態変動として

指摘すべきは、先ず、かつては農地の受け手

（借手）及び複合化の担い手と目されていた

上層農家の、農業からの後退である。上層農

家は借地を返還しながら水稲単作化の方向

に向かっているのであって、その結果、かつ

ての上層農家による中間層農家への転化が

進んでいる。また、その一方では、かつての

零細層農家が、貸付けていた農地の一部を取

り戻しながら小面積の規模拡大を行う動き

も、そこにおける定年帰農の動きとからみな

がら進行しており、こうしてかつての零細層

農家の中間層農家への転化も進んでいる。後 

 

 

図 対象農家における賃金構造（2010 年） 

註 1) 凡例;  

男子; ×公務員・団体職員、 

▲従業員数規模 3,300 人以上の私企業への従業者、 

 ○同 70-470 人、● 同 50 人未満 

 女子; ×公務員、団体職員(常勤者)、○私企業常勤者、    

●パートタイマー 

 2）各人の税込年間賃金を 13 階層の中から選択させた

うえで、各階層の中央値を図示した。最高階層は 900 万



円以上。これを選択した者の賃金は 950 万円とした（男

子 2 名）。また、最低階層は 100 万円未満。これを選択

した者の賃金は 90 万円とした（男子 3 名、女子 6 名）。 

 (資料)宮田村 N 集落の農家を対象とした聞き取り調査

より作成。 

 

者の動きは、かつての中間層農家の零細層農

家への反対方向への転化のもう一つ見られ

る動きと交錯しながら、これと拮抗し、また

量的に相殺している。以上の 3 面的な動きの

合成的な結果は、中間層農家の戸数増加であ

る。つまり、中間層農家のこうした量的「肥

大化」の中身は、一方ではかつての上層農家

の後退であり、また他方ではその後退の動き

をかつての零細層農家が部分的に補うこと

によって農地の非耕作地化・非農地化をある

程度食い止めているということである。 

第 4 に、中間層農家の「肥大化」は、この

階層を支え、そして同時にこの階層によって

中心的に担われる集落営農組織である、かつ

ての「集団耕作組合」、現在の「地区営農組

合機械利用調整部」の「発展」をもたらして

いる。つまり、田植機会計を例に見たところ、

「集団耕作組合」の利用面積は、1990 年代

前半の停滞を脱してこの間に増加し、かつて

の 80 年代の水準に戻ってきている。だが、

それは、田植機をかつての歩行用から乗用に

切り換え、それにともなって、利用者本人に

よる農機の操作から出役オペレータによる

農機の操作へと農機を操作する主体を変え

ることによってもたらされたものであり、要

するに、集団耕作組合を利用する農家の使い

勝手をよくすることによってであった。この

ことは一面では中間層農家の変質もまた進

んでいるということをも示しているのであ

って、自家農業への関与を極限にまで縮減し

た「自作農」の姿がそこにはある。 

(2) 北海道・石狩川流域地方(岩見沢市・北

村地区) の調査から以下の諸点が明らかとな

った。 

第１に、2002 年に集落内に存在していた

農家のうち、かつて 5ha 以下の比較的小面積

の農地を保有していた農家を中心に 5 戸が、

2011 年までの 9 年間に離農していた。この 5

戸のうち、2 戸が在村離農、3 戸が離村離農

であった。 

第 2 に、こうして離農する家があった一方

で、離農家が放出する農地を購入して、9 年

間にそれぞれが 10ha 程度の面積を増やして

合計 20ha 以上の農地規模になるような、急

速に規模拡大する農家が 4 戸、地域の農業構

造変動の他方の極には存在していた。 

第 3 に、2002 年時点では 4.7ha と、地域

内では比較的面積規模の小さい水稲作経営

で、加えて世帯主が農外で土木作業員として

年間200万円程度の収入をあげていた一兼業

農家が、この間の不況の影響を受けて土木作

業員としての仕事が減少してきて農外収入

が減少する中で、他方では農地をこの間に

4ha 程度購入して農業の規模拡大を進めてい

た。つまり農外の不況が、一部の兼業農家の

農業への傾斜を促してきたわけである。 
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